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絞済学研究 49-2
北海道大学 1999.事

フランスの会計監査役の独立性

蟹江

1.はじめに

監査の主体である監査人に対しては，いくつ

かの嬰件が求められる。

監査人は， る上

で必要な専門爵能力を備えていなければならな

い。会計および監査にかかわ

ついての知識はもちろん，

よびその環謹を分析する能力

ろう。

監査人は，監査の有効性と信頼性を

わないように，常に公正で偏りのない判断

後求められる。監査人は，専門的知識と経験に

私自らの信じるところにしたがって公正

りのない判断を下さなければならない。こ

れを可能にする監査人の罵性をf務神的強立性J
と呼ぶことができる。

監査入は， たは援護

して，監査利患者iこ羅念号をもたれるよう

なことがあってはならなし、とりわけ，

との間に特別な関保が梓在すると，

蹴潜入が公正で偏りのない判断を行ったかどう

かについて監査利用者に疑念が生じる恐れがあ

鍛夜人の精神的独立性が疑われ，ひいては

ることになる。

されている，あるいは少なくと

なわれていないという

変人のj議性を「外完的独立性jと呼ぶならば奄こ

していない者は監査人とし

くとみなされるのである。

家た，監斎人の専門的能力が適切に維持され

ているかどうかについての疑念は，

性に焼い告と生じ dせ， さらには監査人の外見的

独立性を損なうことになる。したがって，

人は，常に専門的能力・知識の維持・

めることはもちろん，そのための方法を務示し

て外見的独立牲を担保するとともに，監査科患

者の遮窃な認識を提す必要があろう。

もしこれらの饗件を満たさない者が監査を英

議すれば，監査の結集は社会から受け入れを拒

否されるであろう。それゆえ，監査人は，求め

られる嬰件を厳格に守らなければならない。

査人に要件の灘守そ徹底するためには，それら

が職業義準や職業倫理規則などによって裏づけ

られていることが隷ましい。また，違反に立せす

る罰射を設けることによりその遵守が翠保され

る必要がある。さらに，こうした要件について

藍査撰謀者簡で合意が影惑されていなければな

らないであろう。

さて， ブランスの余計監査投Ccommissaire

aux comptes)は，数査の枠組みを定める

会社法Cloisur les societes commerciales)， 

査の実施にかかわる具体的な規定を集約した

「監査基準J(normes d' audi t)ならびに「職業倫

理規則J(code professionnelle)によっ

て，上で述べた饗件を諜せられている。

本義では，フランスの会計監査役が監査の主

体として議たすべき饗{やがどのような影で定め

られ，その議守がいかにして担保されているか

を， I監査基準」およびf職業論理規耳目」の役割安

考慮しながら検討する。
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2.会計監査役の能力と精神的独立性

(1) 専門的能力

フランスの会計監査投は，階事会社法の規定

に基づいて監査壊鵠を扱う会社の磯認として株

主総会によって選をされる。会計監査役に選告

されることができるのは，法令が要求する要件

を満たして「会計監査役儀補者名簿J Clist号

des commissaires aux comptes ;以下「名簿」

と略称する)に登鵠されている者に限られる。

「監査基準」の「職業行動基準J (normes 

relatifs au comportement professionneD ~ 

12 r専門的能力J(compるも住民C母〉は， r法令;こよ
り会計監査役候様者名簿に議議されるために必

饗な資捧要件が定められているjと麗定する。

f名簿JIこ霊録されるためには，嬢民として，

一定期鰐の職業研穆(stage 告ssionneDそ

終了した後に会計監査役の職務に関する能力試

験Cexamend'aptitude aux fonctions de com-

missaire aux comptes)に合格する必要がある

0969伴大統領令1)第 3条第2磯〉。例外として，

公認会計士(exp邑rt-comptabl心などの職業専門

職業研修および能力試験後免総され，麗

ちに「名簿jに登録されることができきる〔詩第3

こうして登録された者に対して，穀業専

として会計監査役の職務を行う

られるのである。

ここで要求されているのは，会計監査役とし

て監査職務に従事するのに必嬰な専門的知識と

ある。上記の能力試験の内容と様式を定

める省令2)によれば，当該試験で

の職務をはじめ法律，会計，経済学および経営

り D喜cr鈴 no.69-81Od立 12aout 196詰portantr稔1e命

mi患おも d' administration publiqu告 et re1atif a 

l'organisation de 1a profession 母t症は statut 
professionne1 d告scommiss品iresaux compt申告お

societe. 
2) Arr勧告 du24阿部ier1994 fixant 1e programme et 

les mod品litesde l'巴xamend'aptitude aux fonc-
tions de commissaire aux comptes. 

いての全般的な知識・能力が試されるこ

とになる〈第3条)。したがって，

絡して「名簿Jに議録された者は，

される専丹時能力を備えているこ

とが保設されていると窪解することができ

なお，公認会計士などの事業業専門家は，そ

格を得る時点で専門的能力を試されていること

から， とされるのと

力を備えていると認定されるわけである。

専門的能力そ備えていることは，精神的独立

性を保持するための前提条件である。

制度はそれそ機器、するための手設とし

れよう。

諮独立の糠神状議

公正かっ客聾的にその職務会

遂行できるように独立の精神状態を維持しなけ

ればならない cr職業行動基準H11)0 そして，

自らの信じるところにしたがって，公正で偏り

のない判断に誕づく監査結果を導き出すことそ

求められている。独立の精神状態を維持するこ

とは，正しく糟神的独立牲の本質そのものであ

る。

会計監査役が議立の務神状態を誰持して判断

を下すためには，箆鷲的な詩語として，自らの

事j街?に対する櫨{霊的議づけが存在しなければな

らないと考えられる。被監査会社の活動内容や

それを取り巻く糠境擦問等を把握・分析する能

力，ならびに蹴斑の対象となる事象にかかわる

法令や基準についての的確かっ十分な知識と理

解がなければ，告らの判新iこ確躍をもつことは

できないであろう。これが公正不嬬な判断の蔀

提となる独立の繋神状態安援なう要醤となる主主

喜美性がある。

会計霊室長役の護主査は，誠監査会社の計算書類

しかっ経営の実↑寄

る手粧を選択適用して作

成されているかどうかぞ検証するものである。

被監査会社の経営の実情を評価した上で，これ

を適正に反映した会計機報を提供し得る計算書
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類の作成手続が取られていると判断すれば，会

計監査役は商事会社法によって規定されている

証明を行うことができるのである。このとき，

職業専門家としての知識・能力および経験の裏

づけがあってこそ，独立の精神状態を維持して

の判断が可能となるのである。

また，会計監査役は，情報監査としての計算

書類の証明にとどまらず，被監査会社の経営者

らによる経営上の判断や行為なと、について検証

して意見を述べる，いわゆる実態監査をもその

職務としている九このため，被監査会社の経

営に干渉しないように留意しながらも，場合に

よっては経営上の判断や行為の適法性あるいは

妥当性について，職業専門家としての判断を下

さなければならなし、。このときにも，その判断

に対する確信的な裏づけを得るために専門的能

力が必要となる。とくに，実態監査に際しては，

会計に関する法令や基準以外の法令への準拠性

あるいは経営判断そのものに対する評価が要求

される。したがってもし高度な知識および能力

がなければ，確信的な判断の前提となる独立の

精神状態の維持が困難になる可能性がある。

会計監査役が被監査会社の活動内容やこれに

かかわる法令・基準を十分に理解していないと

すれば，より事情に精通した当該会社の経営者

または従業員に対して知的および精神的に従属

する危険性を招くことになる。このような状態

を回避するために，会計監査役は監査職務に関

係する十分な専門的能力と知識をもつことはも

ちろん，被監査会社およびそれを取り巻く環境

などについての基本的な分析能力や，関連する

法令などについての知識をも備えていなければ

ならないであろう。会計監査役のこうした能力

は，独立の精神状態を維持するための一つの極

めて重要な条件であるといわなければならない。

ただし，職業専門家であるとはいっても，会

3)会計監査役の職務については，拙稿「フランスの会

計監査役の職務と監査基準Jcr経済学研究JC北海

道大学)第49巻第 1号， 1999年)の49頁以降を参照

されたし、。

計監査役は被監査会社の活動内容や環境等のす

べてに精通することができるわけではない。こ

のため，自らの知識を補うために当該事項につ

いての専門家に依頼することが認められている。

他方，常に監査職務の品質管理を行うことも必

要である。また，監査職務が組織的に実施され

るとともに，会計監査役が監査職務の最終段階

で意思決定をするに際して，それが独立の精神

状態で行われるように相互に監視・監督される

ような仕組みが設けられていることが望まし

。
)
 

4
 、

干
し
喝

「職業行動基準」の!'i13 I業務の質J(qua1ite 

du travail)は， I会計監査役は，その業務が

会計監査役としての倫理と責任に適合し得る十

分な質を達成できるような職業意識をもち，そ

して正当な注意を払ってその職務を行う」と規

定している。「職業意識」をもち「正当な注意」

を払って職務を行うということは，会計監査役

が常に自らの精神状態を律することを要求する。

監査職務の「十分な質」は，職業基準である

「監査基準」に準拠して監査手続を実施するこ

と，そして「職業倫理規則」を遵守することに

よって達成される。「監査基準」は，会計監査

役の監査等の職務に関する規範性を備えた実践

的指針であり，監査関係者間で合意された職務

の品質水準を確保するための基準だからであ

る九また， I職業倫理規則」は， I職務の実施

に際して，会計監査役は全国評議会 (Conseil

national)によって発布されている職業規則

(r匂1eprofessionnelle) にしたがわなければ

ならないJ(第50条)と規定する。つまり，会

計監査役は，職務の実施に当たって職業規則で

ある「監査基準」への準拠を義務づけられてい

るのである。また同時に， I監査基準」に準拠し

て職務を実施することによって，会計監査役は，

4) Compagnie Nationale des Commissaires aux 

Comptes， Le Commissαire aux Comptes et 

l'Independαnce (Collection Notes d'lnforma 

tions No. 24)， CNCC Edition， 1994， p.64. 
5)前掲拙稿， 54頁。
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監査手続についても職業倫理の面でも，自らに 会計監査役の地位などを定める大統領令が会

課せられた責任を全うしたことを主張すること 社の規模に基づく標準的な作業時聞を定めてお

ができるのである。

(3) 職務の受諾・継続

会計監査役の選任権は株主総会にあるが，実

際にはあらかじめ会社からの職務の依頼を受諾

した候補者が提案されることになる。職務の引

き受けに際しては，事前に提示された職務を実

施することが可能かどうかの検討がなされなけ

ればならない (1職業行動基準J~ 151職務の受

諾と継続J)。監査の実施に制約がないか，職務

の遂行に必要と思われる十分な報酬が支払われ

るか，および職務遂行にかかわるその他の障害

が存在しないかどうかが調査されなければなら

ない(同~15.04)。こうした問題が存在すると，

会計監査役は精神的独立性を保持することが困

難になり，また，判断の自由が制約されること

によって公正で偏りのない判断ができなくなる

恐れがある。それゆえに適切な監査結果を得る

ことができなければ，監査の有効性と信頼性が

失われることになろう。

このため， このような場合には，まず問題点

を取り除く手立てを講じるべきであろうが，問

題が解消しなければ会計監査役は職務を受諾あ

るいは継続してはならない(職業倫理規則第44

条)。また，職務の重要性や自らの監査実施態

勢を考慮して，直接的な責任を負えないような

職務を受託することは職業倫理の観点から禁じ

られている(同第51条)。

十分な報酬の支払いが保証されていることは，

職務の正常な実施にとって非常に重要である。

また，会計監査役の職務は職業として実施され

る以上，生計の糧となる報酬の支払いは監査の

有効性にかかわる重大な問題である。報酬の支

払いが被監査会社の意思に支配されることにな

れば，会計監査役の精神的独立性が損なわれる

恐れがあり，そうした状況下では会計監査役は

判断の自由を制約され，公正不偏な判断を下す

ことが困難になるからである。

り(1969年大統領令第120条)，これに基づいて

必要な報酬の額が算定されることになろう。し

かしながら，報酬の金額は会計監査役と被監査

会社の交渉によって決定されるのであり(同第

123条)，監査の有効性を損なわない適正な報酬

が確保できなければ職務を受諾あるいは継続し

ないという会計監査役の強い意志が求められる

ケースも想定されよう。

なお， 1職業倫理規則」は，会計監査役は原

則として正常な任期満了時まで職務を継続しな

ければならないが，辞任する権利もあるとして

いる(第56条)。もちろん，会計監査役が自らの

義務を回避するために辞任することは許されな

い6)。しかし，とくに職務の実施が妨害され自

由な判断を下せない場合，次節で述べる欠格事

由に該当する状況が生じた場合，あるいは十分

な報酬を得られないかまたは報酬が支払われな

い場合といったように，会計監査役が精神的独

立性を保持して公正で偏りのない判断を下すこ

とを妨げられる時には，正当な理由があるもの

として辞任が認められる。辞任の権利を留保す

ることによって，会計監査役は精神的独立性の

保持を担保することが可能になるのである。

(4) 公正不偏な判断と会計監査役の意志

ここまで述べてきた事項は，監査の有効性と

信頼性を確保するために，会計監査役が満たす

べき要件や取るべき態度などにかかわるもので

ある。会計監査役は，公正で偏りのない判断を

下すことを可能にする精神的状態，すなわち精

神的独立性を保持しなければならない。さらに

重要なことは，精神的独立性に支えられて実際

6)この点について，職業倫理規則は次にように規定し

ている(第56条)。

「会計監査役は，法的義務とくに法令・基準違反の

取締役会および株主総会への報告義務ならびに違法

行為の共和国検事への告発義務の遂行を免れるため

に辞任することはできない」
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に公正で偏りのない判断を下すことである。そ

のためには，判断の裏づけとなる専門的能力と

知識をもつことが不可欠であると思われる。

しかしながら，それだけでは十分ではない。

たとえ十分な能力と知識が備わっていても，会

計監査役にこれを適切かっ能動的に・活用しよう

という意志がなければ公正不偏な判断には結び

つかないであろう。また，こうした能力の発揮

を制約または阻害し，精神的独立性を損なうよ

うな事実や状況を回避ないし排除しようという

会計監査役自身の意志の働きが必要である。さ

らに，単に精神的独立性を保持するだけではな

く，会計監査役にはこれに基づいて実際に公正

不偏な判断を下すという意志がなければならな

い。つまり，会計監査役の能力，精神的独立性

およびこれらを活かす意志の働きを一体として

捉えて，監査実施上満たされるべき最も重要な

要件が認識されなければならないのである。

こうしたことは法令にも「監査基準」にも明

示されてはいないが，職業基準たる「監査基準」

の精神に鑑み，会計監査役が職業専門家として

職務を行うに当たっての前提条件として意識さ

れていると推定することができょう。

このように考えると，監査の有効性と信頼性

を確保するためには，十分な専門的能力と精神

的独立性を保持して， これに基づいて公正不偏

な判断を下そうという会計監査役の意志，つま

り個々の会計監査役に内在する人格的資質に依

存する部分が大きいように思われる。こうした

資質は，会計監査役という専門職業に従事する

ための要件として， i名簿」への登録に際して

考慮されるべきものであろう。もっとも，精神

的な要素であるがゆえにこれを的確に評価する

ことは容易ではなく，大部分は個々の会計監査

役の職業専門家としての自覚に待たざるを得ま

L 、。
しかしながら，監査の有効性や信頼性の確保

が，その主体の自覚だけによって支えられると

いうのは現実的ではない。監査人の行動を規制

するかまたは少なくとも自覚を促す仕組みが用

意される必要がある。そして，自覚を欠いた行

為や行動を処罰することによってその実効性が

担保されるべきであろう。フランスでは， i監

査基準」の「職業行動基準」ならびに「職業倫

理規則」が会計監査役の行動を直接規制する。

これらはいずれも規範性をもち，違反すれば懲

戒処分の対象となる(職業倫理規則第 1条)。

目に見える明らかな違反行為については懲戒

で対応できょう。しかし，たとえ会計監査役が

精神的独立性を保持していなかったとしても，

あるいは実際に公正不偏な判断を下さなかった

としても，それを直接観察して立証することが

できなければ精神状態を理由にして会計監査役

を処罰することは困難である。そうであれば，

結局，判断の積み重ねとして表される監査証明

(監査意見)という結果から会計監査役の精神状

態を推定せざるを得ないであろう。つまり，不

適切な監査証明は公正不偏な判断を下さなかっ

たことに原因があるとの推定に基づいて会計監

査役を処罰するのである。この推定に際しては，

会計監査役が実際に公正不偏な判断を下さなかっ

たということだけに注目するのではなく，会計

監査役が公正不偏な判断の前提としての精神的

独立性を維持しようという意志を欠いていたこ

と(例えば，精神的独立性を支えるに足る十分

な能力や知識を維持しなかったこと，あるいは

精神的独立性を損なうような状況を回避しなかっ

たことなど)も考慮されるべきである。

3.会計監査役の外見的独立性

会計監査役は，監査の実施に際して常に精神

的独立性を保持して公正不偏な判断を下すこと

を求められている。しかし，会計監査役の監査

が社会に受け入れられるためには，それだけで

は十分ではない。会計監査役は精神的独立性を

保持するだけではなく，これに疑いをもたれる

恐れのあるあらゆる関係から解放されていなけ

ればならないのである(職業行動基準~ 11.)。

会計監査役が公正で偏りのない判断を下すた
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めには，これそ奇能にする務神的独立性を保持

するために努力そ尽くし，また，これを妨げる

あらゆる状況を題避す もたなければな

らない。監査利用者はこうした努力と

づけられた行為ないし行動を観察することによっ

℃会計監護設が輔神的独立性を損なうような

状況から解放されているかどうかを判較すると

考えられる。このとき霊長議利用者に f務神的独

立性が保持されている，あるいは少なくとも損

なわれていないJという昂象を与える会計監査

役の属性が外見的独立性として器、議される。

外見的独立J除は監査利用者がもっ碍象によっ

て異議されるものであるから，実際の藷神的独

立f々の状態を正確に茂映するものではないかも

しれない。しかし，監査利患者がこれをもって

監査の有効投および信頼性の程度安調っている

とすれば，適切な認識をもたせることができる

ような手立てを講じておく必要がある。さもな

ければ，監査利用者の誤解のゆえに監査の結果

が社会的に受容されなくなる恐れを苔定できな

い。

会計監査役の外見的独立性会支えるものとし

ては. (1)髄警務会社法上の欠格率由(incom抑か

bilit札 (2)碍じく萌毒事会社誌によって規定容れ

ている禁止事項Cinterdiction).ならびに(3)

および「職業倫理規開j によって

義務づけられている継続的研修なormation

perman部ぬ)宅をあげることができるo 0.下， こ

れらについて検討する。

(1) 欠格事由

フランスの「蹴資基準jの「職業行動基準j

~ 11 r独立性Jは次のように盤恕する。

法，規員IJおよび職業倫隈によって，

表役は独立であり，かつ独立であるように見

えることそ義務づけられている。会計監査役

は，公正かつ容観的にその職務会遂行できる

ように独立の精神状態安維持するだけでなく，

公正a肱および客観性&欠いているとみな滋れ

研究 49-2 

る恐れのあるあらゆる関係から解放されてい

なければならない。

会計監査役が独立の精持状態を維持しなけれ

ばならないということは，前鯖で繰り返し述べ

てきた通りである。一方，ここで会計監査役が

f公正性および客観性を欠いているとみなさ5れ

るJということは.r独立の鶏神状態が維持され

ていないのではないかJとの疑いをもたれてい

ること，すなわち会計監査役の精神的独立性の

保持に疑念、が生じていることに隣国があると考

えることができる。とくに，会計監査役と援護主

査会社との割に特別な関採が存在すれば，ぞれ

となって会計監資役が務神的独立性を保

して公正不様な判新を下すことができ3ないの

ではないかとの印象を藍査利用者に与えてしま

うのである。このとき，会計監査役が実擦に精

神的独立牲を保持しているかどうかは問題では

ない。数資事立男者の印象だけが問題となるので

ある。これこそが会計監査役の外見鶏独立性の

喪失に他ならず，ひいては会計監遊役監査のイ言

頼性を失わせることになると考えなければなら

ない。

監資料用者に精神的独立:牲に関して疑念毎与

えないために，すなわち外見i的独立柱安部持す

るために，これそ損なうような状況下にある者

は会計監査役の職に就くことを認、められない。

また，被監査会社と特別な関採にある者は，さ当

該会社において会計監査役として選告されるこ

とができないのである。こうした調擦は路事会

社誌によって欠格率指として法定されており，

これに達実して会計監査役の職務令受諾または

継続した場合には，刑事罰委諜せられることに

なる7)。

7)弱者葬会社法第456~長は次のように規定している。

{護人としてまたは余計監変役会社の社関みして，法
定欠格率E怒号を滋守せず， これを家知で余計監を査役の
職務を引き受'1.実施しまたは継続した者は. 6ヵ

月の禁問およびs万フランの劉余，またはそのいず、

れか-Jnこ処す。
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①一般欠格事由

会計監査役の外見的独立性の原則が商事会社

法に明示的に導入されたのは， 1984年の改正に

際してである 8)。商事会社法では，そもそも会

計監査役の職務と相容れない事項として，く表

1>に示す事項をあげている(第219-3条)9)。

これらは一般欠格事由Cincompatibilitegene-

rale)と呼ばれ，会計監査役の職務の実施にか

かわる一般的な外見的独立性を保障するもので

あるとされている 10)。

<表一 1>一般欠格事由

①会計監査役の精神的独立性を損なう恐れのある

あらゆる活動または行為

②すべての給与受給者としての麗用

③直接または人を介して行われるあらゆる商事活

動

精神的独立性を保持することは会計監査役に

とって第一義的で最も基本的な義務であるとい

う認識凶の下では，そして精神的独立性の保持

に関する監査利用者の印象が外見的独立性を規

定するものであるからには，精神的独立性を損

なう恐れのある活動や行為が許されないのはい

うまでもない。また，給与受給者として雇用さ

れることおよび商事活動に従事することは，実

際に会計監査役が職業専門家としての能力を維

持し，あるいは経験を積むことを妨げる恐れが

ある。また，雇用者や商事活動上の取引先との

聞で従属的な関係に身を置くことが，職業専門

家として精神的独立性を保持しようという意志

の欠如をもたらすことが危倶される1九すなわ

8) CNCC， op.cit.， p.3 
9)ただし，給与受給者としての雇用については，会計

監査役は職業訓練に関連する教育を行うこと，また

は会計監査役あるいは公認会計士から報酬を得て雇

用されることは認められている。

10) CNCC， op.cit.， p.28. 
11) Ibid.， p.4. 

12) Ibid.， p.52 

ち，会計監査役がこうした状況に身を置くと，

精神的独立性が回害される危険性が大きくなる

ということである。

しかし，より重視されるのは，監査利用者に

対して， I会計監査役が能力維持および経験を

積む機会を自ら放棄している」との印象を与え

るかもしれないということである。また，会計

監査役が給与を受けて雇用され，あるいは商事

活動に従事することによって，精神的独立性を

保持して公正不偏な判断を下そうという意志を

喪失するのではないかと疑われる恐れがある。

このため，商事会社法はこうした疑念を与える

事項を明示し，それらにかかわる者を会計監査

役の職務を実施するのに不適格であるとみなし

ていると考えられるのである。

一般欠格事由は，職業専門家として会計監査

役の職に就くこと自体の適格性を問題とする全

般的概念として理解されなければならなし、。

②特殊欠格事由

一方，商事会社法は，特殊欠格事由Cincom-

patibilite speciale)と呼ばれる事項を掲げ，特

定の会社との聞に存在する特別な関係を規制す

る1九すなわち，特定の会社との聞に存在する

特別な関係が会計監査役の外見的独立性を損な

う危険性を考慮して，当該会社において会計監

査役として選任されることを制限するのである。

具体的な事項は，く表-2>に示されている通

りである(第220条)。

もしこれらの関係をもっ者が会計監査役とし

て選任されたならば，それらに由来する利害ま

たは事情が優先され，現実の問題として精神的

独立性を保持して判断を下せなくなる恐れがあ

る。また， こうした関係の存在は，会計監査役

が精神的独立性を維持して判断を下すことを妨

げられるのではないかという監査利用者の疑念

を生むであろう。このことは，精神的独立性に

対する監査利用者の印象を通じて表される会計

13) Ibid.， p.28. 
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<表一 2>特殊欠格事由

以下の者は，株式会社の会計監査役であることができない:

1.会社または第354条に定められているような子会社の創立者，現物出資者，特恵の享受者，取締役または執

行役会または監査役会の構成員

2. 1.に規定されている者の四親等までの親族および姻族

3.会社の資本の10分のlを所有しているかまたは当該会社が資本の10分の lを所有している会社の取締役，執

行役会または監査役会の構成員，取締役および場合によっては執行役会または監査役会の構成員の配偶者

4.直接または間接または人を介して，本条1.に述べられている者，会社または3.を適用されるすべての会社

から，会計監査役の活動以外の活動を理由として給与または何らかの報酬を受け取っている者;この規定は，

外国で実施される補足的な職業活動，連結の範聞に含まれるかまたはそこに入ろうとしている会社において，

会社の計算書類について会計監査役が実施する特別な監査職務には適用されない。会計監査役は，対象が限

定され，会計監査役の職務の枠内に入る一時的な職務については，それらが公的機関の要求に基づいて会社

から会計監査役に委嘱されたものである限りにおいて，当該会社から報酬を受け取ることができる。

5.社員，株主または経営者の一人が前号に規定されている状況にある会計監査役会社

6.会社または取締役，執行役会または監査役会の構成員，あるいは会社の資本の10分のlを所有しているか，

または当該会社が資本の10分の lを所有している会社から，会計監査役の活動以外の活動を理由として，継

続的な活動によって給与または報酬を受けている者の配偶者

7.経営者の一人または会社の名前で会計監査役の職務を行う社員または株主が 6.に規定されている状況の

うちの一つに該当する配偶者を有する会計監査役会社

監査役の外見的独立性が損なわれることを意味

する。監査に対する信頼性を確保のために外見

的独立性の維持が要請される以上，このような

事態は必然的に回避されなければならない。こ

のため，商事会社法は問題となる特別な関係を

明示し，上述したように，これに違反して会計

監査役の職務を受諾または継続した者には厳罰

をもって対処するという態度をとっていると考

えられるのである。

特殊欠格事由は，一般欠格事由とは異なり，

職業専門家たる会計監査役としての適格性を問

題にするのではなく，特定の会社において会計

監査役として選任され職務を実施することの適

格性を問う個別的な概念として理解できる。

(2) 禁止事項

上述の通り，商事会社法は，欠格事由を定め

て該当者の職務実施を制限することを通じて会

計監査役の外見的独立性の確保を図っている。

そして，その実効性は厳しい刑事罰によって担

保されている。

商事会社法はさらに，欠格事由には該当しな

いが，外見的独立性を確保するという観点から

好ましくないと思われる状況を禁止する規定を

設けている(第221条および第221】 1条，く表-

3>)。
ここには二つの問題がある。一つは過去にお

ける会計監査役の職務にかかわる問題であり，

他は将来の会計監査役としての職務実施に関す

る問題である。

会計監査役の職を離れた者が直ちにあるいは

ほとんど聞を置くことなく被監査会社の取締役

等に就任すれば，監査利用者は，そうした職が

用意されることで過去の監査結果が歪められて

いたのではないかとの疑念を抱くかもしれなし、。

すなわち，会計監査役の外見的独立性が損なわ

れることになるのである。さらに，こうした状

況が原因で，現実に会計監査役が精神的独立性

を保持して公正で偏りのない判断を下すことが

妨げられる恐れも否定できない。

逆に，会社の取締役等の職にあった者が当該

会社の会計監査役に選任された場合には，事情
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<表-3>禁止事項

第221条

会計監査役は，その終任後5年聞は監斎対象会社の取締役，劉社長，執行役会の構成員に選任されることはマ

きない。同禁止規定iふ会計滋資役会社の社員，株主または経営者にも主義織される。

同じ期間中，会計警をま襲役iふ終筏柊における監査対象会社の資本の10%を所有する会社またはきき該会設が資

本の10%を所予言する会役においてよ記の綴に就くことはできない。

~221-1条

会社の取締役，副社長，執行役会話〉様成員，支配人または従業信義マあった苦言は， その磯を離れてから 5年間

は当該会社の会計監盗役iこ滋俊足きれることはできない。

同じ期間中，これらの者i氷上記の職にあった会社の資本の10%を所帯まする会社または当該会社が資本の10

%を所有する会社において会計除去を役に選任されることはできない。

第 l項に述べられている翁に対サる本条の禁止規定は，その者が社長造，株主または経営者である会計数議役

会社iこも適用される。

に通じているというメリットが認められる反語，

外務の第三者としての客犠牲にうにけるのではな

いかとの懸念が生じる。その総議，監査利用者

の印象として表される会計数去を役の外見的独立

↑生がf員なわれることにもなりかねない。また，

実際に会計監査役自身の判断が身内意識によっ

られる危険性を完全に拭い去ることはで

きない。

これらのケースは，形式上，

に対する謹格性および特定の会社において会計

として選在されることの議格性のいずれ

にも抵触するものではない。つまり，いわゆる

には該当しないのである。しかしなが

上で述べたような理由で，過去に符われた

よびこれから行われるであろう監査にお

ける会計監査役の外見的独立性に疑念殺生じさ

せる恐れがあることを考慮して，間灘されるべ

として敢えて法定されているも

のと溜解すべきであろう。

組織較的研修

としての専門的能力会維持するこ

とが，会計監査役の精神的独立設を保持する上

ることはすでに指摘した通りである。

したがって，監査の有効性をE安保するためには，

継続的に専門的能力の維持が図られなければな

らない令また，き護神的独立牲を保持しているこ

とについての援をま堅手Ij活者の印象として具現する

外見的独立性の維持，ひいては監査に対する

頼を維持するためには，専門的能力が継続的に

維持されていることそ監査利用者に正しく認識

させる必要がある。

こうした精神的独立性の保持および外見的独

立性の維持の両闘からの要議に基づいて，

監査投比総務に必要な高度な能力を錐持する

ために議議的研穫に毎年一定詩題を裂かなけれ

ばならないとされているのであるcr鞍業倫理競

員む第40条第1

「監査義挙jの「職業行動基準」は，継続的研醸

の主たる目的を次のように説明している(~12. 

03) : 

①職業行動の開策化

会計監ま証役が，法令および議業的義務を

遵守して，職務主義行のために最大限の活

動の自由そ手ぎすることを再確認しながら，

碍一水準の専丹的知識に基づいて，その

適患による関紫の犠業行動がとられるこ

とが望ましい

争知識の更新と深化

法令， る方法および技

術ならび、に情報処理技術の進展・進歩は，

知識の継続的な東新を要求する。とくに，



84(186) 経済学 研究 49-2 

会計監査役全国協会の規則J，基準および

同注釈についての知識が継続的に更新さ

れなければならない

@特殊な分野についての知識の獲得および維

持

特殊な活動領域または分野における職務

の実施は，会計監査役にその責任を完全

に負担できるような適切な能力または特

殊な技術的知識の獲得および維持を要求

する

継続的研修の具体的な実施方法については，

各会計監査役の自由な計画に任されている (1職

業倫理規則」第40条第2項)。また， その内容

についても統一されているわけではない。むし

ろ，各会計監査役がその必要性に応じたものを

実施すればよいとされている。具体的には，職

業的技術に関する雑誌や書籍を読んで知識を更

新すること，職業機関，研修機関または会計事

務所によって実施されるセミナーに参画または

参加すること，研究グループおよび職業的技術

委員会に参固または参加すること，あるいは職

業的技術またはその研究に関する書物を執筆す

ることなどによることができる(1職業行動基準」

~ 12.04)。
このように，継続的研修の実施方法およびそ

の内容は，基本的に各会計監査役の自由に委ね

られている。ただし，会計監査役地方協会

(Compagnie regionale de commissaires aux 

comptes)が実施する活動調査 (examen

d' activite)の際に，継続的研修義務の遵守が確

かめられることになっており (1職業倫理規則」

第40条第3項)，その実効性が担保されている。

しかし，注意すべきなのは， 1監査基準」な

らびに「職業倫理規則」にこの義務が明示され

ていることに重要な意味があるということであ

る。

「監査基準Jは，監査関係者間で監査の質や

水準など、についての合意を形成する手段として

機能する。また， 1職業倫理規則」は会計監査

役の行動を職業倫理という側面から規制するも

のであり，監査が社会に受け入れられるための

基本的な要件をなすものである。したがって，

これらに規定されている事項は，監査の実施に

当たってすべての会計監査役によって遵守され

ることが前提とされており，これに基づいて監

査利用者は監査の結果を受け入れるのである。

それゆえ，これらが継続的研修の義務を明示す

ることによって，たとえその実施方法や内容が

会計監査役の意に任されているとしても，監査

利用者に対して専門的な能力および知識の維持・

向上に有効な継続的研修の水準が達成されてい

ることを認識させることができると考えられる

のである。

以上，会計監査役の外見的独立性を支える要

因として，商事会社法上の欠格事由および禁止

事項ならびに継続的研修について検討した。こ

のほか，商事会社法が株主らに対して認めてい

る選任された会計監査役を忌避する権利(商事

会社法第225条)は，適格性を欠く者が会計監査

役として職務を行うことを排除する手段として

理解することができる。

会計監査役は，職務の実施に際して被監査会

社に意見，勧告および助言を与えることができ

るとされている(1職業行動基準J~ 16) 0 1監査

基準」がこれらの行為についての指針を示して

いることには，精神的独立性の保持という実質

的な意義があることはもちろんである。それだ

けではなく，監査利用者がこうした行為の実施

から受ける印象を改善し，会計監査役の外見的

独立性を維持するのにも貢献するものと思われ

る。

4.会計監査役の独立性と全国倫理委員会

商事会社法は，欠格事由を法定して適格性を

欠く者が会計監査役に選任されることを予防し，

また，禁止事項を定めることで会計監査役の外

見的独立性が損なわれないような手当てをして

いる。一方， 1監査基準」は， 1職業行動基準J
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において会詐監査役に対して外見的独立性の保

持を要求している。また， r職業倫理規那Jは，

会計撃を遊役の行動一離にかかわる原郡および職

務の実施に関する競射において，職議倫理とい

う鶴薗から同じく外見的独立性の保持を要求し

ている。

商事会社法は欠格事由与を然体的に規定してい

るし， r競査基準Jもこれについて解説を行っ

ている。しかしながら，案援の場・耐では，欠格

に該当するかどうかを常に明確に判断する

ことができるとは臨らない。このような場合に，

暖味な判断に基づいて職務を受諾すると，

利活者の監査に対する議擦を損なう恐れがある。

したがって，自らの外見的独立性が磯保でき

るかどうかが明識でない場合には，会計監査役

は会計監査役地方協会の運営に~たっている地

方評議会(Conseilr告訴onal)に対して判断を委

ねなければならない。このとき，地方評議会は，

全器倫理委員会(Comit毛N抗 ionald'Et泌明記〉

めながら判断を下すことができる

σ職業倫理競票出第48条)。この会問倫理委員会

比会計監資役の外見的独立性について襲誌な

訣混が存荘する場合に，これそ評価して意見受

表明するために設置されるものである

条)1の。

会計監査役i丸議事会社法， り

びに「尊重業倫鴎課長IJJの規定，そして壌舎によっ

ては全罷倫理委員会の意見を考慮、して，独立性

に関して総選義がないことを篠認した後に，

d'ind匂告nda邸号)佳作成

することができる。この書類の内容については

会計監査役の任意とされているが，鶴喜震に自分

14) 1999年2f:12日付けで， CNCCとCOBとの閣の合

ま設にさ基づいて， 資本公務会社 Csoci金持 faisnat

叩 pelpublic a l'伶説rgne)の会計監査ま役の独立性
にかかわる倫現議長室会が設立されることになった。

この委員会の任務は，意見を述べたり提案を行うこ

とを遂じて，資本公募会社の会計監変役の独立性喜護

保に室主義設することであると 1されている CCNCC，

Bulletin， No.113， mars 199合， pp. 8 -10.)。

自身および繍齢者等の独立性会主張するものと

なる。 監査投 協会 (Compagnie

Nationale des Commissaires aux Comptes 

CNCC)が鍔示しているものをく義一 4>とし

て掲げたが，これそ要約すると次の事項が記載

されることになる2570

金この勢制に署名した者が独立性に興す

員立を鵜読していたこと

@認知されていた規員立を遷思したこと

③その結果として自らの独立性を主張できる

こと

強行法支援である商事会社法に

したがわなければならない。また，

がその職務を行うに略しでしたがうべき規範で

あり，法令の規定よりも広範囲にそしてより専

門的かっ詳細に会計監査役の袈件を規定する

「監査基準Jの遵守を求められている。これによっ

て法令の不定部分を補い，問時にその実効性を

損保することができる。そしてさらに， r監査

に規範性会与えてその滋守廷保するも

のとして「識業倫理農民jが設けられ，職業専門

家たる余計監謝交の職業意識を高めることによっ

て，適正な鞍査の実施を支えていると理解する

ことができるc

会計監査役は，爽擦の活動に際して，これら

の法令や基準に準拠して独立性安保持し得るか

どうかの判新に迷う状況に鐙識することがあろ

う。このとき，全国倫現議員会のような機関が

としての公式の意見を与えるというこ

とは， 会計監査役の不安を取り除くとともに，

較査科窮者の不{議後払拭するものである O こう

した仕絡みがあってこそ，会計監査役が独立性

宣言書なる欝類によって自らの独立性を主張し，

公正な監査を実撞する決議を表明することがで

きるのであろう。会臨倫理委員会が，

効性と寄頼性の維持のために果たす役割は小さ

くないと考えられる。

15) C:¥CC(1994)， op.cit.， pp.7ト73.
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<表 4> r独立性宣言書」

私は，下に署名した通り次の事項について宣言する。

1.次に掲げる，会計監査役およびその補助者の独立性に関する法令および職業基準を精読した:

1966年7月24日付けの商事会社法(第219-3. 220. 221および221-1条〕

1969年8月12日付けの会計監査役の地位等に関する大統領令(第1条)

一職業倫理規則(第41~48条)

一独立性に関する監査基準@1lの規定およびその注釈

2.私の活動にこれらの規則等を適用し，とくに次のことに努めた:

一様々な職務の実施にかかわる研究

一私自身および補助者の立場についての詳細な分析

一監査調書に記載されているような暖昧な立場についての一覧。私はこうした問題を xxxxxまでに解

決することを約束する。

結論として，私は私の職務の全般について，そして(場合によっては)上記の正常化の誓約を考慮に入れて，

自らの独立性を公式に主張する。

さらに私は，この宣言書の内容を確認するために，自らの立場について毎年調査することを誓約する。

5. むすびにかえて

フランスの「監査基準」の「職業行動基準」

は，本稿で検討したように，会計監査役の独立

性を支える要件を規定するものであると見るこ

とができる。専門的能力は，独立の精神状態を

確保するための重要な前提条件である。継続的

研修が要求されるのは，専門的能力を維持・向

上することが独立性の確保に欠かせないと考え

られているからである。

会計監査役の精神的独立性とは，自らの信じ

るところにしたがって公正で、偏りのない判断を

下すことを可能にする会計監査役の属性として

理解できる。「監査基準」および「職業倫理規則」

が維持することを求めている独立の精神状態は，

正しく精神的独立性の本質である。また，職務

の受諾あるいは継続に当たって判断の自由に対

する制約や報酬の支払いに関する事前の検討が

要求されるのは，精神的独立性を損なう恐れの

ある職務の拒否を要請するものであるように思

にて， 年月 日

われる。これらは，主として監査の有効性を確

保するための措置として理解できょう。

商事会社法が規定する欠格事由および禁止事

項は，監査利用者に精神的独立性について疑念

をもたれる恐れがある者の会計監査役就任を制

限することによって，外見的独立性の喪失を防

止しようとするものである。会計監査役の外見

的独立性とは，会計監査役の立場や監査に臨む

姿勢などを通して，監査利用者に精神的独立性

が保持されているとの印象を与える会計監査役

の属性として理解できる。監査の主体である会

計監査役に外見的独立性の保持を義務づけるこ

とによって，監査自体の信頼性の確保が図られ

ているのである。

このように，本稿で検討した事項は，いずれ

も会計監査役の独立性の確保にとって重要な意

味をもつものである。精神的独立性は，監査が

有効に実施され，適正な監査結果を導き出すた

めに不可欠な要件である。精神的独立性を欠い

た監査によって不当な結果が出され，監査自体
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の信頼性が失われることになれば事は重大であ

る。当該会計監査役が処罰されて済む問題では

ない。この意味で，精神的独立性の保持は，監

査への信頼を獲得しこれを維持するためにも不

可欠の要件となる。

一方，外見的独立性は精神的独立性と同じよ

うに会計監査役の属性として理解されるが，監

査利用者の印象を通じて具現するものであると

いう点に特徴がある。このため，監査利用者に

対して精神的独立性の保持について否定的な印

象を与えるということが，すなわち外見的独立

性の喪失を意味するのである。このとき監査利

用者は監査の有効性および信頼性に疑念を抱き，

監査結果の受け入れを拒否すると考えなければ

ならなL、。

監査利用者の印象が常に正当なものであると

は限らなし、。しかしながら，監査の実施に関連

して誤解を生むような行為や行動があったとす

れば，そのときすでに外見的独立性という会計

監査役の属性が損なわれていると考えるべきで

あろう。したがって，会計監査役は，外見的独

立性を保持するために，精神的独立性の実質的

な保持に努めることはもちろん，これに疑いを

もたれるような行為・行動は厳lこ慎まなければ

ならないのである。

最後に指摘しておかなければならないのは，

独立性保持の要請および、独立性を支える要因が，

商事会社法， r監査基準」および「職業倫理規則」

に具体的に明示されていることの意義である。

とくに外見的独立性は，監査利用者のもつ印象

を通じて監査の信頼性に重大な影響を与えるも

のであるから， これを損なわないようにするた

めの要件が明確に法定されているのが望ましし、。

その上で，監査関係者聞の合意形成と，実効性

を担保するために違反者に対する罰則が設けら

れなければならない。「監査基準」は監査関係者

聞における監査にかかわる合意形成の道具とし

ての機能を果たすものである。そこに外見的独

立性の要件が明示されることは，会計監査役の

行動を規制するということだけでなく，監査関

係者聞の合意形成を促すという意味でもその意

義は大きいといえよう。

また， r職業倫理規則」は，会計監査役が主体

的に職業上の行為・行動を律するものであり，

職業基準たる「監査基準」の規範性を担保するも

のである。これが独立性の保持を明示的かっ具

体的に要請していることは，会計監査役という

専門職業全体の強い意志が表現されているもの

と解釈することができる。こうした強い意志は，

監査関係者聞の合意をより強固なものとし，監

査に対する信頼を確かなものとするのに貢献す

るに違いなし、。

[付記]本稿は，平成10・11年度文部省科学研究費補助

金(奨励研究(A)10730062)による研究成果の→日である。


